
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録

開催日時：令和５年３月１０日（金）   ７：５７～８：０９ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：岸 田 文 雄 内閣総理大臣 

松 本 剛 明 国務大臣（総務大臣） 

齋 藤   健 国務大臣（法務大臣） 

林 芳 正 国務大臣（外務大臣） 

鈴 木 俊 一 国務大臣（財務大臣、内閣府特命担当大臣） 

永 岡 桂 子 国務大臣（文部科学大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（厚生労働大臣） 

野 村 哲 郎 国務大臣（農林水産大臣） 

西 村 康 稔 国務大臣（経済産業大臣、内閣府特命担当大臣） 

斉 藤 鉄 夫 国務大臣（国土交通大臣） 

西 村 明 宏 国務大臣（環境大臣、内閣府特命担当大臣） 

浜 田 靖 一 国務大臣（防衛大臣） 

松 野 博 一 国務大臣（内閣官房長官） 

河 野 太 郎 国務大臣（デジタル大臣、内閣府特命担当大臣） 

渡 辺 博 道 国務大臣（復興大臣） 

谷   公 一 国務大臣（国家公安委員会委員長、内閣府特命担当大臣） 

小 倉 將 信 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

後 藤 茂 之 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

岡 田 直 樹 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：木 原 誠 二 内閣官房副長官 

磯 﨑 仁 彦 内閣官房副長官 

栗 生 俊 一 内閣官房副長官 

近 藤 正 春 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件      ６件 

○国会提出案件    ５件 

○法律案       ５件 

〇政令        ３件 

○人事        ３件 

○配布        １件 

いずれも、案件表のとおり、決定、了解等となった。 
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議事内容： 
○松野国務大臣：ただ今から、閣議を開催いたします。 

まず、閣議案件について、磯﨑副長官から御説明申し上げます。 
○磯﨑内閣官房副長官：一般案件等について、申し上げます。まず、「二国間航空協定

に関する日・ＥＵ協定」外４件の条約の締結につき、国会の承認を求めることにつ

いて、御決定をお願いいたします。「二国間航空協定に関する日・ＥＵ協定」は、Ｅ

Ｕ構成国との間の既存の航空協定の適用関係を修正し、協定の締結国以外のＥＵ航

空企業の定期便運航を可能にするものであり、「調停に関するシンガポール条約」

は、調停による国際的な和解合意の執行等に関する国際的な枠組みを設けるもので

あり、「サイバー犯罪条約第２追加議定書」は、捜査又は刑事訴訟に関する電子的証

拠のより迅速かつ円滑な収集を可能にするための手続等について定めるものであ

り、「２０２２年国際コーヒー協定」は、コーヒーに関する情報の交換、持続可能な

コーヒー産業の実現のための国際協力等について定めるものであり、「ＷＴＯ協定

改正議定書」は、ＷＴＯ協定を改正し、漁業補助金に関する規定を追加すること等

について定めるものであります。 
次に、「ＷＴＯ紛争解決に係る多数国間暫定上訴仲裁アレンジメントへの参加」に

ついて、御了解をお願いいたします。本件は、ＷＴＯ協定に基づく紛争解決制度の

実効性を確保するため、ＷＴＯ加盟国の有志国で構成される紛争仲裁のための枠組

みに参加することとするものであります。 
次に、質問主意書に対する答弁書５件について、お手元の資料のとおり、御決定

をお願いいたします。 
次に、法律案５件について、御決定をお願いいたします。まず、「著作権法の一部

改正法案」は、著作権者の意思が確認できない場合の著作物の利用に関する裁定制

度の創設等について定めるものであります。 
次に、「漁港漁場整備法等の一部改正法案」は、水産業の健全な発展等を図るため、

漁港施設等を活用し、水産物の消費増進や地域の交流促進に寄与する事業の認定制

度の創設等について定めるものであります。 
次に、「遊漁船業適正化法の一部改正法案」は、釣り船等の遊漁船業の安全性の向

上等を図るため、遊漁船業者の登録・更新制度の厳格化や安全管理体制の強化等の

措置を講ずるものであります。 
次に、「不正競争防止法等の一部改正法案」は、知的財産の適切な保護等を図るた

め、他人の商品形態の模倣行為について、デジタル空間においても規制の対象とす

る等の措置を講ずるものであります。 
次に、「中小企業信用保険法及び株式会社商工中金法の一部改正法案」は、中小企

業者の事業の持続的な発展を実現するため、個人保証を求めない融資を中小企業信

用保険の対象とする措置を講ずるほか、商工中金の業務範囲の見直し等を行うもの

であります。 
次に、政令３件について、御決定をお願いいたします。まず、「令和４年等におけ

る特定地域に係る激甚災害及び適用すべき措置の指定令」は、令和４年等に発生し
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た災害のうち、地滑り、豪雨及び暴風雨等による１８市町村の区域に係る１５の災

害を激甚災害として指定するものであり、「令和４年７月１４日から同月２０日ま

での間の豪雨による災害についての激甚災害及び適用すべき措置の指定令の一部

改正令」は、当該激甚災害に対する農地の災害復旧事業に係る補助の特別措置等が

適用される区域を拡大するものであります。 
次に、「国民年金法に基づき市町村に交付する事務費に関する政令等の一部改正

令」は、国民年金等の事務費交付金の算定基礎となる単価について、人件費の動向

等を踏まえて改定する措置を講ずるものであります。 
次に、人事案件について、申し上げます。まず、河野デジタル大臣が、三極委員

会総会出席等のため、明日から１２日まで、海外出張されますので、御了解をお願

いいたします。 
次に、財務省大臣官房参事官緒方健太郎外１名に、米州開発銀行総務会第６３回

年次会合臨時総務代理たる日本政府代表代理を命ずること等について、御決定をお

願いいたします。 
次に、野村新外１９７名の叙位又は叙勲について、御決定をお願いいたします。

なお、トヨタ自動車株式会社名誉会長豊田章一郎を従二位に叙するものがあります。 
次に、件名外の配布資料といたしまして、「家計調査報告」があります。本件につ

きましては、後程、総務大臣から御発言があります。なお、本件の公表時刻は８時

３０分ですので、それまでの間、不公表となります。 
○松野国務大臣：次に、大臣発言がございます。まず、総務大臣。 
○松本国務大臣：本日、家計調査結果を公表いたします。その主なポイントは、次の

とおりです。公表時刻は８時３０分ですので、その旨御留意ください。２人以上の

世帯の１月の消費支出は、１年前に比べ実質０．３パーセントの減少となりました。

「魚介類」、「穀類」のほか、携帯電話通信料などの「通信」が減少となった一方で、

外出した人が増加したことなどにより、飲酒代などの「外食」、宿泊料などの「教養

娯楽サービス」、航空運賃などの「交通」が増加となりました。また、季節調整値で

見ると、消費支出は、２か月連続で減少していましたが、１月は前月に比べ実質２．

７パーセントの増加と３か月ぶりの増加となりました。 
○松野国務大臣：次に、内閣総理大臣から御発言がございます。 
○岸田内閣総理大臣：河野大臣は、海外出張いたしますが、その出張不在中、小倉大

臣をデジタル大臣並びにデジタル改革、消費者及び食品安全担当大臣の事務代理に、

命じることといたします。 
○松野国務大臣：これをもちまして、閣議を終了いたします。 

引き続き、閣僚懇談会を開催いたします。まず、厚生労働大臣。 
○加藤国務大臣：マスク着用の考え方については、本年２月１０日の新型コロナウイ

ルス感染症対策本部決定に基づき、屋内では原則着用、屋外では原則不要としてい

る現在の取扱いを改め、３月１３日から、行政が一律にルールとして求めるのでは

なく、個人の主体的な選択を尊重し、マスクの着用は個人の判断に委ねることを基

本とすること、政府は各個人のマスク着用の判断に資するよう、感染防止対策とし
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てマスクの着用が効果的である場面などを示し、一定の場合にマスクの着用を推奨

することとします。なお、学校におけるマスク着用の考え方の見直しは、４月１日

から適用することとなります。厚生労働省では、こうした見直しの趣旨や、マスク

の着用をお願いする場面について、国民の皆様に不安や混乱が生じないよう、分か

りやすいリーフレットやウェブサイト、ＳＮＳを通じて広報を行っており、引き続

き、テレビＣＭ等も活用しつつ、丁寧な周知に努めてまいります。関係府省庁にお

かれても、周知に御協力をお願いいたします。 
○松野国務大臣：次に、後藤大臣。 
○後藤国務大臣：事業活動におけるマスク着用の扱いについては、２月１０日の新型

コロナウイルス感染症対策本部決定を踏まえ、各業界団体において、業種別ガイド

ラインを見直し、現場や利用者への周知を進めていただいております。関係府省の

御協力をいただき、３月９日までに、１９５の業種別ガイドラインのうち、１８７

のガイドラインの見直しが完了しました。見直し後の内容としては、多くのガイド

ラインにおいて事業者の判断に委ねる内容となっていますが、一部のガイドライン

においては、窓口業務等における従業員のマスク着用などを求めることを業界一律

の取扱いとして定めています。引き続き、関係府省におかれては、各業界団体から

の相談に応じる等の支援に御協力をお願いいたします。 
○松野国務大臣：次に、私から、閣議でのマスクの着用の取扱いについて、申し上げ

ます。令和２年４月の閣議から、当分の間、マスクを着用するようお願いしており

ましたが、３月１３日以降、この取扱いをやめることといたします。 
ほかに御発言はございますか。 
無いようですので、以上をもちまして、閣僚懇談会を終了いたします。 
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令和５年 

３月 10日 

◎ 一 般案 件

   ○ 航空業 務 に関 す る日 本 国と 欧 州連 合 構成 国 との 間

の 協 定 の 特定の 規 定に 関 する 日 本国 と 欧州 連 合と

の 間 の 協 定の締 結 につ い て国 会 の承 認 を求 め るの

件 （ 決 定 ）             （外 務 省）

〃 ○ 調停に よ る国 際 的な 和 解合 意 に関 す る国 際 連合 条

約 の 締 結 につい て 国会 の 承認 を 求め る の件

（ 決 定 ）               （ 同 上）

〃 ○ 協力及 び 電子 的 証拠 の 開示 の 強化 に 関す る サイ バ

ー 犯 罪 に 関する 条 約の 第 ２追 加 議定 書 の締 結 に つ

い て 国 会 の承認 を 求め る の件 （ 決定 ）  （ 同 上）

〃 ○ ２０２ ２ 年の 国 際コ ー ヒー 協 定の 締 結に つ いて 国

会 の 承 認 を求め る の件 （ 決定 ）     （ 同 上）

〃 ○ 世界貿 易 機関 を 設立 す るマ ラ ケシ ュ 協定 を 改正 す

る 議 定 書 の締結 に つい て 国会 の 承認 を 求め る の 件

（ 決 定 ）               （ 同 上）

〃 ○ 世界 貿易 機 関（ Ｗ ＴＯ ） 紛争 解 決に 係 る規 則 及び

手 続 に 関 する了 解 第２ ５ 条の 規 定に 基 づく 多 数国

間 暫 定 上 訴仲裁 ア レン ジ メン ト への 参 加に つ いて

（ 了 解 ）               （ 同 上）

◎ 国 会提 出案件

1. 衆 議 院 議員長 妻 昭（ 立 憲） 提 出少 子 化対 策 に

関 す る質 問に 対 する 答 弁書 に つい て （決 定 ）

（ 内 閣官 房 ） 

 ○ 1. 参 議院 議 員ガ ー シー （ 女子 ） 提出 公 法上 の 契

約 に 類 し た契約 に 関す る 質問 に 対す る 答弁 書

に つ い て （決定 ）      （ 厚生 労 働省 ） 

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
あ り

〔 別 添 〕
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1. 参 議 院 議員神 谷 宗幣 （ 無所 属 ）提 出 米の 消 費

拡 大 の取 組と 農 業従 事 者振 興 策に 関 する 質 問

に 対 する 答弁 書 につ い て（ 決 定） 

（ 農 林 水産省 ） 

     1. 衆 議 院議 員 山崎 誠 （立 憲 ）提 出 「日 本 海溝 ・ 

千 島 海 溝 沿いの 巨 大地 震 の対 策 につ い て報 告

書 」 及 び 日本原 燃 六ヶ 所 再処 理 工場 の 耐震 安

全 審 査 に 関する 質 問に 対 する 答 弁書 に つい て

（ 決 定 ）       （ 原子 力 規制 委 員会 ） 

1. 衆 議 院 議員長 妻 昭（ 立 憲） 提 出防 衛 ３文 書 等

に 関 する 質問 に 対す る 答弁 書 につ い て     

（ 決 定）            （ 防衛 省 ） 

 

          ◎ 法律 案 

   ○ 著作権 法 の一 部 を改 正 する 法 律案 （ 決定 ） 

（ 文 部科 学 ・財 務 省） 

 〃  ○ 漁港漁 場 整備 法 及び 水 産業 協 同組 合 法の 一 部を 改  

正 す る 法 律案（ 決 定）      （ 農 林水 産 省） 

 〃  ○ 遊漁船 業 の適 正 化に 関 する 法 律の 一 部を 改 正す る  

法 律 案 （ 決定）            （ 同 上） 

 〃  ○ 不正競 争 防止 法 等の 一 部を 改 正す る 法律 案 

（ 決 定 ）            （ 経 済産 業 省） 

 〃  ○ 中小企 業 信用 保 険法 及 び株 式 会社 商 工組 合 中央 金  

庫 法 の 一 部を改 正 する 法 律案 （ 決定 ） 

（ 経 済産 業 ・財 務 省） 

 

          ◎ 政  令 

   ○ 令和４ 年 等に お ける 特 定地 域 に係 る 激甚 災 害及 び  

こ れ に 対 し適用 す べき 措 置の 指 定に 関 する 政 令    

（ 決 定 ）   あ 内 閣 府 本 府 ・ 総 務 ・ 財 務 ・ 

あ 文部科学・農林水産・国土交通省 

 

 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  
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   ○ 令和４ 年 ７月 １ ４日 か ら同 月 ２０ 日 まで の 間の 豪  

雨 に よ る 災害に つ いて の 激甚 災 害及 び これ に 対し  

適 用 す べ き措置 の 指定 に 関す る 政令 の 一部 を 改正  

す る 政 令 （決定 ） 

（ 内 閣 府本 府・ 総 務・ 財 務・ 農 林水 産 省） 

 〃  ○ 国民年 金 法に 基 づき 市 町村 に 交付 す る事 務 費に 関  

す る 政 令 等の一 部 を改 正 する 政 令（ 決 定）         

（ 厚 生労 働 ・財 務 省） 

 

         ◎ 人  事 

☆ デ ジタ ル大 臣 河野 太 郎の 海 外出 張 につ い て 

（ 了 解） 

○ 財 務 省 大臣官 房 参事 官 緒方 健 太郎 外 １名 に 米州 開  

発 銀 行 総 務会第 ６ ３回 年 次会 合 臨時 総 務代 理 たる  

日 本 政 府 代表代 理 を命 ず るこ と 等に つ いて 

（ 決 定 ） 

〃  ○ 大分 大学 名 誉教 授 野村  新外 １ ９７ 名 の叙 位 又は  

叙 勲 に つ いて（ 決 定） 

 

    

〔 ○ 署名 あ り  ☆ 署名 な し〕 

 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
な し  
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令和５年 

３月 10日 

 

◎ 配  布 

☆ 家 計 調査 報告            （ 総 務省 ） 

 

 

〔 ○ 署名 あ り  ☆ 署名 な し〕 

 

 

（ 金 ）   件 名 外 案 件 
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